
株式会社 堀場製作所

連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」及び「連結注記表」並びに計算書類の「株主資本

等変動計算書」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第18条の規定に基づき、

当社ウェブサイト（https://www.horiba.com/jp/company/investor-relations/shareholders-

meeting/）に掲載することによりオーナー（株主）の皆様に提供しております。なお、連結計算

書類の「連結株主資本等変動計算書」及び「連結注記表」並びに計算書類の「株主資本等変動計

算書」及び「個別注記表」は、会計監査人及び監査役がそれぞれ会計監査報告及び監査報告を作

成するに際して、連結計算書類及び計算書類の一部として合わせて監査を受けております。

第84回定時株主総会招集ご通知に際しての

イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連結株主資本等変動計算書

連結注記表

株主資本等変動計算書

個別注記表
（2021年１月１日から2021年12月31日まで）



連結株主資本等変動計算書（2021年１月１日から2021年12月31日まで） 〔単位　百万円〕

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 12,011 18,599 150,222 △1,323 179,509

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △4,641 △4,641

親会社株主に帰属する
当期純利益

21,311 21,311

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 △0 0 0

連結子会社の増資
による持分の増減

25 25

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額
(純額)

連結会計年度中の変動額合計 - 25 16,670 △0 16,694

当期末残高 12,011 18,624 166,892 △1,323 196,204

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新株
予約権

非支配
株主持分

純資産
合計

その他
有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整累

計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 4,363 6 △5,839 △75 △1,545 697 6 178,669

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △4,641

親会社株主に帰属する
当期純利益

21,311

自己株式の取得 △1

自己株式の処分 0

連結子会社の増資
による持分の増減

25

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額
(純額)

1,301 △6 7,728 5 9,029 93 6 9,129

連結会計年度中の変動額合計 1,301 △6 7,728 5 9,029 93 6 25,823

当期末残高 5,664 - 1,889 △69 7,484 791 12 204,493

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

（１）　連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数：48社

・主要な連結子会社の名称

㈱堀場エステック、ホリバ・インスツルメンツ社（アメリカ）、ホリバ・ヨーロッパ社（ドイツ）、ホリバABX社（フ

ランス）、ホリバ・フランス社（フランス）、ホリバMIRA社（イギリス）、ホリバ・ヨーロッパ・ホールディング社

（フランス）、ホリバ・UKファイナンス社（イギリス）、ホリバ・アメリカス・ホールディング社（アメリカ）、堀場

（中国）貿易有限公司（中国）、厚礼博（中国）投資有限公司（中国）

②　非連結子会社の状況

・非連結子会社の名称

㈱ホリバコミュニティ

・連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

（２）　持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した非連結子会社または関連会社の状況

・持分法適用の非連結子会社または関連会社の数：なし

②　持分法を適用していない非連結子会社または関連会社の状況

・当該会社等の名称

㈱ホリバコミュニティ

・持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、連結純損益及び利益剰余金等に与える影響が僅少であり、かつ、全体としても重要性が乏しいた

め、持分法の適用範囲から除外しております。

（３）　連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する事項

当連結会計年度から、株式の取得によりベキシマ社（ドイツ）を連結の範囲に含めております。なお、ホリバ・USホ

ールディング社（アメリカ） は、会社を清算したため、連結の範囲から除外しております。

（４）　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
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（５）　会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

・時価のあるもの：決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

・時価のないもの：主として移動平均法に基づく原価法

ロ．デリバティブ

時価法

ハ．たな卸資産

（原価法は、収益性の低下による簿価切下げの方法によっております。）

・商品及び製品・仕掛品：主として総平均法に基づく原価法

・原材料及び貯蔵品 ：主として移動平均法に基づく原価法

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。ソフトウエア（自社利用）については、社内における利用可能期間（３年～10年）に基

づいております。

ハ．リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用

しております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

・当社及び国内連結子会社

受取手形、売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個々の回収可能性を検討して、回収不能見込額を合わせて計上しております。

・在外連結子会社

売掛金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、個々の債権の回収可能性を検討して計上しております。

ロ．賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度負担額を計上しております。

ハ．製品保証引当金

製品保証費用の支出に備えるため、過去の実績額を基礎として所定の基準により計上しているほか、個別に勘案した

見積額を計上しております。

④　退職給付に係る会計処理の方法

イ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異の処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
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⑤　重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

イ．当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

ロ．その他の工事

工事完成基準

⑥　重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。な

お、在外連結子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。

⑦　重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。また、一体処理の要件を満たす金利通貨スワップについては一体処理を採用し

ております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

為替予約取引等、金利通貨スワップ

・ヘッジ対象

外貨建予定取引、外貨建借入金

ハ．ヘッジ方針

社内管理規程に基づき、為替リスクを回避する目的で為替予約取引等、金利上昇リスク及び為替リスクを回避する目

的で金利通貨スワップ取引を行っております。

ニ．ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ対象の時価の変動の累計とヘッジ手段の時価の変動の累計を比較することにより、有効性を評価しておりま

す。また、ヘッジ対象とヘッジ手段の重要な条件が同一である場合には、有効性の評価を省略しております。

⑧　のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

⑨　その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ．消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。

ロ．連結納税制度の適用

当社及び一部の連結子会社は連結納税制度を適用しております。

ハ．連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社及び一部の国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において創設された

グループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目について

は、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」(実務対応報告第39号 

2020年３月31日)第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第28号 

2018年２月16日)第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基

づいております。

２．表示方法の変更

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当連結会計年度から適用

し、連結注記表に会計上の見積りに関する注記を記載しています。
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当連結会計年度

有形固定資産 88,302

無形固定資産 4,423

減損損失 1,526

有形固定資産の減価償却累計額 64,062百万円

場　　所 用　　途 種　　類 減　損　損　失

ドイツ

オーバーウルゼル市他
事業用資産

建物及び構築物 1,149

機械装置及び運搬具 329

無形固定資産-その他 47

３．　会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りにより、当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年度に係る

連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

固定資産の評価

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

〔単位　百万円〕

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

イ．金額の算定方法

当社グループは、事業用資産については報告セグメントを基礎としグルーピングを行っております。当連結会計

年度末日現在で、固定資産が減損している可能性を示す兆候があるか否かを評価した上で、保有する資産グルー

プに減損の兆候がある場合に減損テストを実施し、資産グループの回収可能価額が帳簿価額を下回っている場合

には、当該資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減損しております。回収可能価額は、使用価値と正味売

却価額（日本基準の場合）または処分コスト控除後の公正価値（国際財務報告基準の場合）を比較し、いずれか

高い方を採用しております。

ロ．見積りの算出に用いた主な仮定

使用価値は経営者により作成された事業計画を基礎として、算定しております。また、使用価値の算定に用いる

割引率は、加重平均資本コストを基に算定しております。

正味売却価額または処分コスト控除後の公正価値は、外部の専門家から入手した不動産鑑定書等に基づき算定し

ております。

ハ．翌連結会計年度に与える影響

使用価値の算定に利用した経営者により作成された事業計画等の見直しが必要となった場合や、正味売却価額ま

たは処分コスト控除後の公正価値の算定に利用した不動産鑑定評価等に下落が生じた場合には、翌連結会計年度

において固定資産の評価に重要な影響を及ぼす可能性があります。

なお、当連結会計年度における計上額は５．連結損益計算書に関する注記の「減損損失」に記載しております。

４．連結貸借対照表に関する注記

５．連結損益計算書に関する注記

減損損失

当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。

〔単位　百万円〕

当社グループは、事業用資産については報告セグメントを基礎とし、グルーピングを行っております。

連結子会社であるホリバ・ヨーロッパ社（ドイツ）に帰属する事業用資産について、資産グループから得られる見積

り将来キャッシュ・フローが帳簿価額を下回ったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

として計上しております。なお、回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを11.9％で

割り引いて算定しております。

事業構造改善費用

連結子会社であるホリバMIRA社（イギリス）において、成長性の高いビジネスにリソースを集中させるために自動車

の衝突実験に関するビジネスからの撤退を決定し、関連する事業用資産の処分に係る費用を計上しております。
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（１）発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 〔単位　株〕

当連結会計年度期首株式数 増　加 減　少 当連結会計年度末株式数

発行済株式

普通株式 42,532,752 － － 42,532,752

合 計 42,532,752 － － 42,532,752

自己株式

普通株式〔(注１.２)〕 335,478 224 200 335,502

合 計 335,478 224 200 335,502

決　　議
株式の

種　類

配当金の

総額(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基　準　日 効力発生日

2021年２月15日

取締役会
普通株式 2,531 60 2020年12月31日 2021年３月８日

2021年８月10日

取締役会
普通株式 2,109 50 2021年６月30日 2021年９月６日

決　　議
株式の

種　類

配当金の

総額(百万円)
配当の原資

１株当たり

配当額(円)
基　準　日 効力発生日

2022年２月14日

取締役会
普通株式 4,219 利益剰余金 100 2021年12月31日 2022年３月７日

新株予約権の内訳 目的となる株式の種類 目的となる株式の数

第１回株式報酬型新株予約権 普通株式 21,600株

第２回株式報酬型新株予約権 普通株式 11,300株

第３回株式報酬型新株予約権 普通株式 15,200株

第４回株式報酬型新株予約権 普通株式 14,100株

第５回株式報酬型新株予約権 普通株式 18,400株

第６回株式報酬型新株予約権 普通株式 15,800株

第７回株式報酬型新株予約権 普通株式 12,800株

第８回株式報酬型新株予約権 普通株式 17,900株

第９回株式報酬型新株予約権 普通株式 12,200株

第10回株式報酬型新株予約権 普通株式 13,400株

第11回株式報酬型新株予約権 普通株式 22,000株

第12回株式報酬型新株予約権 普通株式 32,100株

第13回株式報酬型新株予約権 普通株式 16,100株

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加224株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少200株は、新株予約権の行使による処分に伴う減少であります。

（２）配当に関する事項

①配当金支払額

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

（３）新株予約権に関する事項
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連結貸借対照表

計上額（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

（１）現金及び預金 135,023 135,023 －

（２）受取手形及び売掛金 59,877 59,877 －

（３）有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 14,295 14,295 －

資産計 209,196 209,196 －

（１）支払手形及び買掛金 29,546 29,546 －

（２）短期借入金(１年内長期借入金を除く) 9,561 9,561 －

（３）未払金 16,407 16,407 －

（４）未払法人税等 7,632 7,632 －

（５）社債 30,000 29,641 △358

（６）長期借入金(１年内長期借入金を含む) 40,623 40,696 73

負債計 133,771 133,486 △285

デリバティブ取引(*)

①　ヘッジ会計が適用されていないもの (255) (255) －

②　ヘッジ会計が適用されているもの － － －

デリバティブ取引計 (255) (255) －

７．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全性を重視した運用をする一方、資金調達については主に銀行借入や社債発行

によっております。デリバティブは、為替変動リスク及び金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行

わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、期日管理・残

高管理を行うとともに顧客の財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握を図るなど、その軽減に努めております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、多くが１年以内の支払期日であります。

これらの営業債権債務のうち一部には外貨建のものがあり為替の変動リスクに晒されておりますが、外貨建の営業債権

債務の相殺や先物為替予約の利用等により、リスクの軽減に努めております。

有価証券は、主に債券等の流動性の高い短期投資であります。また、投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業

の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、一定金額以上の株式取得、売却については取締役会での

詳細な検討を行うとともに、株式の時価情報は適宜経営陣への報告を徹底してリスクの軽減に努めております。

借入金のうち短期借入金は、主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金及び社債は、主に設備資金及び運転資金

に係る資金調達であります。

営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、資金収支計画を作成するなどの方法によりリスクの軽減に

努めております。

デリバティブ取引は、外貨建債権債務の残高の範囲内で為替予約取引を実施しているほか、輸出入にかかる予定取引に

より確実に発生すると見込まれる外貨建債権債務に対して先物為替予約を行っております。また、借入金の残高の範囲

内で金利変動リスク及び為替変動リスク回避のため、金利スワップ取引や金利通貨スワップ取引を実施しており、投機

的な取引は行わない方針であります。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれており

ます。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額

が変動することもあります。

（２）金融商品の時価等に関する事項

2021年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時

価を把握することが極めて困難と認められるものは含めておりません（（注）２．参照）。

（*）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については（ ）

で示しております。
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区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式等 165

非連結子会社及び関連会社株式 38

１年以内

（百万円）

１年超５年以内

（百万円）

５年超10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

現金及び預金 135,023 － － －

受取手形及び売掛金 59,877 － － －

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券のうち
満期があるもの

（１）債券（国債、地方債） － － － －

（２）債券（社債） － － － －

（３）債券（その他） 1,300 － － －

（４）その他 700 － － －

合計 196,900 － － －

（１）１株当たり純資産額 4,827円06銭

（２）１株当たり当期純利益 505円05銭

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

（１）現金及び預金、（２）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

（３）有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関等か

ら提示された価格によっております。

負　債

（１）支払手形及び買掛金、（２）短期借入金(１年内長期借入金を除く)、（３）未払金、（４）未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

（５）社債

当社グループの発行する社債の時価は、市場価格に基づき算定しております。

（６）長期借入金(１年内長期借入金を含む)

変動金利によるものは市場金利を反映しており、また、当社グループの信用状態は実行後大きく異なって

いないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定

金利によるものは元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方

法によっております。

デリバティブ取引

取引金融機関等から提示された価格によっております。なお、金利通貨スワップの一体処理（特例処理、振当

処理）によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は当該長

期借入金の時価に含めて記載しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（３）有価証

券及び投資有価証券」には含めておりません。

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

８．１株当たり情報に関する注記
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株主資本等変動計算書 （2021年１月１日から2021年12月31日まで） 〔単位　百万円〕

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合計資本準備金

資本剰余金
合計

利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金

合計固定資産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 12,011 18,612 18,612 817 25 70,589 9,150 80,582 △1,323 109,883

当期変動額

剰余金の配当 △4,641 △4,641 △4,641

固定資産圧縮積立金の
取崩

△0 0 － －

別途積立金の積立 4,300 △4,300 － －

当期純利益 1,900 1,900 1,900

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 △0 △0 0 0

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 － － － － △0 4,300 △7,040 △2,741 △0 △2,742

当期末残高 12,011 18,612 18,612 817 24 74,889 2,109 77,840 △1,323 107,140

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

当期首残高 4,073 6 4,079 697 114,661

当期変動額

剰余金の配当 △4,641

固定資産圧縮積立金の
取崩

－

別途積立金の積立 －

当期純利益 1,900

自己株式の取得 △1

自己株式の処分 0

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

1,216 △6 1,210 93 1,304

当期変動額合計 1,216 △6 1,210 93 △1,437

当期末残高 5,290 － 5,290 791 113,223

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針

（１）資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法に基づく原価法

その他有価証券

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定しております。）

・時価のないもの 移動平均法に基づく原価法

②　デリバティブ

時価法

③　たな卸資産

（原価法は、収益性の低下による簿価切下げの方法によっております。）

商品及び製品・仕掛品 総平均法に基づく原価法

原材料及び貯蔵品 移動平均法に基づく原価法

（２）固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ：３年～50年

構築物 ：４年～60年

機械及び装置 ：２年～17年

車両運搬具 ：２年～６年

工具、器具及び備品：２年～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。

ソフトウエア（自社利用）については、社内における利用可能期間（３年～

10年）に基づいております。

③　リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（３）引当金の計上基準

①　貸倒引当金 受取手形、売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個々の回収可能性を検討して、回収不能見込額を合わせて計上しておりま

す。

②　賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべ

き額を計上しております。

③　製品保証引当金 製品保証費用の支出に備えるため、過去の実績額を基礎として当社所定の基

準により計上しているほか、個別に勘案した見積額を計上しております。

④　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる

額を計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込

額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準

によっております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法により翌事業年度から費用処理することとしてお

ります。
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（１）有形固定資産の減価償却累計額 19,953百万円

（２）関係会社の金融機関からの借入金等に対する保証債務 20,081百万円

短期金銭債権 34,471百万円

長期金銭債権 130百万円

短期金銭債務 6,508百万円

売 上 高 16,930百万円

仕 入 高 10,654百万円

その他の営業取引高 1,336百万円

営業取引以外の取引高 61,159百万円

自己株式の種類及び株式数に関する事項 〔単位　株〕

当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普通株式〔(注１.２)〕 335,478 224 200 335,502

（４）収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

①　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

②　その他の工事

工事完成基準

（５）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

（６）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。また、一体処理の要件を満たす金利通

貨スワップについては一体処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段 為替予約取引等、金利通貨スワップ

・ヘッジ対象 外貨建予定取引、外貨建借入金

③　ヘッジ方針 社内管理規程に基づき、為替リスクを回避する目的で為替予約取引等、金利

上昇リスク及び為替リスクを回避する目的で金利通貨スワップ取引を行って

おります。

④　ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ対象の時価の変動の累計とヘッジ手段の時価の変動の累計を比較する

ことにより、有効性を評価しております。また、ヘッジ対象とヘッジ手段の

重要な条件が同一である場合には、有効性の評価を省略しております。

（７）その他計算書類作成のための基本となる事項

①　消費税等の会計処理 税抜方式を採用しております。

②　連結納税制度の適用 連結納税制度を適用しております。

③　連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグループ通算制度への移行

及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグル

ープ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　2020年３月31日）第３項の取

扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2018年２月16日）第44項の定

めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。

２．貸借対照表に関する注記

（３）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

４．株主資本等変動計算書に関する注記

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加224株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少200株は、新株予約権の行使による処分に伴う減少であります。
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繰延税金資産

未払事業税 86百万円

たな卸資産評価損 128百万円

貸倒引当金 607百万円

賞与引当金 29百万円

製品保証引当金 216百万円

未払役員退職慰労金 128百万円

減価償却超過額 229百万円

減損損失 100百万円

投資有価証券評価損 62百万円

関係会社株式評価損 2,303百万円

その他 921百万円

繰延税金資産計 4,813百万円

評価性引当額 △3,117百万円

繰延税金資産合計 1,695百万円

繰延税金負債

圧縮積立金 △10百万円

その他有価証券評価差額金 △2,249百万円

その他 △85百万円

繰延税金負債計 △2,346百万円

繰延税金資産の純額 △651百万円

５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種類 会社等の名称 所在地
議決権
等の所
有割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

子会社

㈱ 堀 場 エ ス テ ッ ク 京都市南区 直接100％
当社の販売先
及 び 仕 入 先

代理購買
〔注2.(1)〕

債権譲受
〔注2.(4.5)〕

債務引受
〔注2.(4.5)〕

－

27,354

1,939

未 収 入 金

未 払 金

16,557

2,566

㈱堀場テクノサービス 京都市南区 直接100％
当社の販売先
及 び 外 注 先

サービスの外注
〔注2.(2)〕

5,261 買 掛 金 1,691

ホリバ・インスツルメ
ンツ社

（アメリカ）

アメリカ／
カリフォルニア州
アーバイン市

間接100％
当社の販売先
及 び 仕 入 先

債権譲受
〔注2.(4.5)〕

債務引受
〔注2.(4.5)〕

5,512

27,620
未 収 入 金 2,291

ホリバ・ヨーロッパ社
(ドイツ)

ドイツ／
オーバーウルゼル市

直接75％
間接25％

債 務 の 保 証

当社の販売先
及 び 仕 入 先

借入等債務に対す
る保証

〔注2.(3)〕
債権譲受

〔注2.(4.5)〕
債務引受

〔注2.(4.5)〕

7,661

4,043

4,010

－ －

ホ リ バ M I R A 社
（イギリス）

イギリス／
ナニートン市

直接100％ 債 務 の 保 証
借入等債務に対す
る保証

〔注2.(3)〕
4,045 － －

ホリバ・インスツルメ
ンツ社

（シンガポール）
シンガポール 直接100％ 当社の販売先

債権譲受
〔注2.(4.5)〕

債務引受
〔注2.(4.5)〕

303

6,014
未 収 入 金 522

堀場儀器（上海）有限
公司（中国）

中国 間接100% 債 務 の 保 証
借入等債務に対す
る保証

〔注2.(3)〕
3,973 － －

種類 会社等の名称又は氏名 所在地
議決権

等の被所
有割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員及
びその
近親者

Jai Hakhu － 0.02％
当 社 専 務
執 行 役 員

資金の貸付（注） 66
投 資 そ の
他 の 資 産
- そ の 他

66

（１）１株当たり純資産額 2,664円43銭

（２）１株当たり当期純利益 45円03銭

６．関連当事者との取引に関する注記

１.子会社等

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

（１）代理購買については、市場からの調達原価と同額のため、取引金額には含めておりません。

（２）サービスの外注については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。

（３）各子会社に対する保証債務については、金融機関からの借入金等に対して保証したものであり、保証形態等を勘案して保証料を設定し

ております。

（４）各子会社より債権譲受および債務引受した上で、当社が対象となる債権・債務を相殺し、差額を精算しております。

（５）各子会社の帳簿価額により債権譲受および債務引受をしております。

２.役員及び個人主要株主等

(注)市場金利を勘案し、利率を合理的に決定しております。

７．１株当たり情報に関する注記

８．連結配当規制適用会社に関する注記

当社は、連結配当規制の適用会社であります。

－ 13 －


